
１．はじめに

２００４年度の道路整備事業に投じられる資金は，約１０兆円に達している。この事業規模を国の一般会計８２

兆円や地方交付税の総額である１６兆円と比べてみれば，道路整備事業が国や地方自治体にとって重要な施

策の一つであることは明らかである。一方，同年度の国債発行額は３７兆円，地方の普通会計分での地方債

１４兆円を加えると公債残高は７２０兆円に迫り，財政状況は非常に厳しい状況１）にある。このような状況にお

いて，もしも経済効率性を無視した政治的な要因によって道路投資が決定されているとすれば，この問題

の解決なくしては，財政を建て直すことは困難であろう。

経済効率性を無視した政治的な関与が生じるのは，個々の道路投資を決定する過程に制度上の問題が存

在するためである。各年度の道路投資額に根拠を与えているのは，道路整備五箇年計画２）であり，道路事

業の総事業量もこの計画に基づいて決定される。これに対して，個々の道路投資そのものに関しては，国

や地方自治体，また国会議員３）などが関与する政治的なプロセス４）によって決定されることになる。このプ

ロセスにおいて，経済効率性を無視した政治的な要因が優先される可能性が生じてくる。例えば，図１に

示されるように２０００年の一人あたりの道路・都市計画街路事業費額を都道府県別に比較した場合，島根県

が１位であったのは，道路整備事業の配分が政治的な影響力を受けている可能性を示唆するものである。
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１）同年度の国税収見込みは４２兆円であり，財源のおよそ半分を公債でまかなっていることになる。また，地方における地方債依存度は１６．７％と

なる。

２）１９５８年の道路整備緊急措置法を根拠とし，国家計画として５年間で達成すべき道路整備の目標や課題を決めている。また，２００３年度以降，道

路整備五箇年計画は社会資本整備重点計画に統合される。

３）五十嵐・小川（１９９９）では，国と地方の折衝において国会議員が仲立ちを行う場合があるとされる。

４）ここでいう政治的なプロセスとは，政策決定に関わる主体が自らの地位や権限などの他者への影響力を利用して，自らに有利な政策を実現す

る過程であるとする。
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図２の２０００年の衆議院議員選挙比例区における自由民主党の得票率と図１を比較すると，北陸地方，中国

地方，東北地方といった一人あたり道路・都市計画街路事業費が相対的に多く配分された地域と自由民主

党が強い支持を得ている地域とが重複していることも道路投資が政治的な影響を受けていることを示唆す

る例であると考えられる。このことは，図３の散布図によって，両変数が正の相関関係にあることからも

確認できる。

このような事例だけでなく，公共事業の配分と政治家の関わりについては，これまでにもいくつかの研

究がなされている。特に，道路事業の配分と効率性について分析を行ったものとしては小椋（１９８４）を挙

げることができる。そこでは各県の衆議院議員定数と各県の道路投資実績額の間に正の相関が存在してい

ることを示し，また当該年度の投資による限界便益／限界費用比が，道路全体による限界便益／限界費用

比よりも小さいことから，道路投資が非効率であると結論づけている。また，長峯（１９９８）では，自由民

主党議員の政治的影響力の大きさ５）と道路投資の国負担額との間に正の相関が存在することを明らかにし

ている。さらに長峯（１９９９）では，投資主体別に推定を行い，都道府県が投資主体となって行う事業にお

ける国庫補助額と一票の重みとの間に正の関係があることを示している。

道路事業を直接取り上げてはいないものの道路事業を含んだ公共投資と政治家の関係について分析した

研究としては，堀（１９９６）や土居・芦谷（１９９７），鷲見（２０００）をあげることができる。堀（１９９６）では，

自由民主党議員が多い地域では公共事業費の配分が多いことを示し，さらに自由民主党有力議員６）が選挙

基盤としている地域の方がそうでない地域に比べてより多くの公共事業費を獲得していることを示してい

る。土居・芦谷（１９９７）は，自由民主党が単独与党であった時代について推定を行い，自由民主党議員が

多い県ほど多くの補助金が配分されていることを明らかにしている。また鷲見（２０００）では，たとえ連立

政権であっても政権与党議員と地域に配分される補助金との間には正の相関があることが示している７）。

これらの研究からも明らかなように，わが国の道路事業の配分には政治家による影響が存在しており，こ

のような政治的な関与が，道路の地域間の配分を非効率性なものとしている可能性が高い。

本稿では，道路の利用を道路によるサービスの生産を表すものと考え，利用面から道路の効率性を評価

する。経済学的にみれば道路の成果は，地域間の交流や観光の誘発，円滑な物流の確保などであるが，こ

れらを直接計測することは困難である。そこで本稿では，これらの成果を代理していると考えられる道路

交通量をもって道路サービスの生産と考える。具体的には，道路資本を投入し道路サービスを生産すると

いう関係を想定し，投入に対する生産効率性をもって道路の効率性を考える。さらに，本稿では政治的な

要因によって，非効率な道路が建設されているという問題意識から，政治的な要因が生産性に影響を与え

ると仮定した道路の生産関数を推定している。

本稿の構成は以下のとおりである。２節で，本稿で用いたモデルを提示する。３節では推定に用いた

データを示し，４節で推定結果を提示した後，５節でまとめを行う。

５）「自由民主党議員の過去当選回数」と「自由民主党議員の過去大臣経験回数」で代理している。

６）堀（１９９６）は，当選回数５回以上の議員を有力議員と定義している。

７）同様の文脈で，Meyer and Naka（１９９８）は，都市から地方への補助金に，自由民主党の有力議員が影響を及ぼしていることを示唆している。

また，Calder（１９８８）も，１９８１年のデータを用いた分析において，公共事業を多く配分されている島根県（１位）や新潟県（２位）には有力

国会議員がいることを指摘している。
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図１ 一人あたり道路・都市計画街路事業費（２０００年）
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図２ 衆議院議員選挙自由民主党得票率（２０００年）
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２．モデル

本稿では，政治的な要因の影響によって，道路サービスの生産性に非効率性が存在しているかどうかを

分析するために，生産フロンティア関数の推定を行う。生産フロンティアとは，ある投入量に対して，最

も効率的に生産が行われた場合に可能となる生産量を表すものであり，生産フロンティア関数とは，そう

した最も効率的な投入と生産との関係を記述するものである。投入量に応じた生産がなされているのであ

れば，その生産活動は生産フロンティア上に存在しているはずであるが，何らかの理由により効率的な生

産が行われていないのであれば，その生産活動による生産量は生産フロンティアの水準を下回るであろ

う。非効率的な生産が行われてしまう背景には，二つの理由が考えられる。一つは，偶発的な変動によっ

て，生産水準が生産フロンティアの水準を下回ってしまう場合である。例えば，大地震のような災害に

よって，生産が低下してしまう場合がこの一つめの理由に対応している。二つめは，確定的な要因によっ

て，生産水準が生産フロンティアの水準から乖離する場合である。例えば，本稿の問題意識に従えば，政

治的な要因が存在することによって，各都道府県の道路サービスの水準が生産フロンティアから引き下げ

られているような場合である。本稿では，こうした確率的に発生する非効率性と非確率的に発生する非効

率性に配慮した上で分析を行う。

本稿では，以下のようなモデルを想定して，政治的な要因によって，道路サービスの生産がどのような

影響を受けているのかを分析する。道路サービスの生産をYi，生産を行うための投入である道路資本をKi

として道路サービスの生産関数を

Yi＝αF（φi・Ki）evi e－ui， ｉ＝１，…，４７ �

のように想定した。ここで，αは定数項であり，φiは資本に胎化された技術進歩を表し，添え字のｉは

図３ 一人あたり道路・都市計画街路事業費と衆議院議員選挙自由民主党得票率の散布図（２０００年）
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都道府県を表している。eviは誤差項であり，観察不可能な変動を表す。viは平均０，分散σv２の正規分布

に従う確率変数である。一方で，e－uiは非効率性を表す項である。また，u iは，u i＝αu＋ρPol iあるいは，

u i＝αu＋ρPol i＋ξiと想定する。ξiはμ＝０，σ２＝σu２を満たす半正規分布に従う確率変数と想定している。

すなわち，前者はu iに確率変数を含まないため，非効率項は確定的であると想定され，その一方で，後者

はu iに確率変数を含んでいるため非効率項が確率的であると想定される場合と対応している。また，Pol i

は政治的な要因を表す変数である。これは，本稿の問題意識に従ったものであり，政治的な要因が非効率

項として存在しているかどうかを分析するために，モデルの中に明示的に組み込まれている。非効率項に

含まれるαuは定数であり，ρは政治的要因に関するパラメータである８）。具体的な関数F（φi・Ki）について

は，

F（φi・Ki）＝φiK i
δ

＝θInviβPaviγK i
δ �

と定式化している。ここで，資本に胎化された技術進歩は，投資のヴィンテージ・モデルによる想定と道

路の質を考慮して，道路投資額である道路事業費（Invi）と舗装率（Pavi）の関数とした。すなわち，φi

＝θInviβPaviγである。これらの変数は，道路の改良や維持が行われたり舗装が施されたりするといった

道路資本に胎化された技術進歩を代理している。例えば，道路改良事業において，道路が拡幅されたりバ

イパスが作られたりする際には，年々新しい技術が用いられて道路の設計や施行がなされ，また舗装道路

においても例えば雨天時の吸水性に優れた路面などは，新しい技術によってもたらされたものであると考

えられる。これらの技術進歩によって，道路資本それ自体が有する生産性に加えて，さらなる生産性の拡

大が期待できると考えられる。なお，具体的な道路資本は，次節で述べるように道路面積である。

�式を�式に代入すると，

Yi＝αθInviβPaviγKiδe－ui evi �

となる。各パラメータの符号条件は，α，β，γ，θ，δ≧０であると考えられる。これは，胎化された

技術進歩や資本が，生産に対してプラスの寄与をしているであろうと想定されるためである。�式の両辺

を対数変換して，

ln Yi＝αl＋βln Invi＋γln Pavi＋δln Ki－ρPoli－ξi＋vi �

という推定式が得られる。ここで，αl＝lnα＋lnθ－αuである。�式において，確率的な非効率項（ξi）

を含まない場合（u i＝αu＋ρPol i）には，この式に含まれる確率変数は，古典的な仮定を満たす誤差項vi

のみであるため，最小二乗法を用いて推定することができる。しかしながら，確率的な非効率項を含む場

合（u i＝αu＋ρPol i＋ξi）には，最小二乗法を用いて推定することができないため，最尤法を用いて推定を

行うことになる。

８）フロンティア関数に確率的な非効率性と誤差項を想定するモデルを一般的に確率的フロンティア関数と呼ぶ。本稿で用いるモデルは，非効率

項が確率的な場合とそうでない場合を含んでおり，厳密には，確率的フロンティア関数ではない。
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３．データ

推定に用いたデータは以下の表１のとおりである。道路サービスの生産である道路平均交通量は，『全

国道路交通情報調査（道路交通センサス）』より１９９０年，１９９４年および１９９９年のデータを用いる。道路平

均交通量は，平日の１２時間あたりの自動車走行台数に道路延長を乗じたもの９）である。道路交通量は，道

路の利用状況を表す変数であり，これは道路サービスの需要を代理する変数であると考えられる。しか

し，一般的にサービスは需要が存在することではじめて生産・供給されるものであり，需要と供給は一致

するものと考えられる。本稿で取り上げる道路サービスについても同様であり，道路サービスについての

需要量と道路サービスの生産量は一致すると考えられるため，本稿では道路サービスの生産を代理する変

数として，道路平均交通量を用いている。

説明変数である道路資本には道路面積を用いている。道路面積，舗装率，道路・都市計画街路事業費の

データの出所は，『道路統計年報』である。道路面積の他に，道路実延長を道路資本として想定すること

も可能であるが，交通量には道路の幅の要素も重要であると考えたため，車道，歩道等について中央帯，

植樹帯，副道，路肩等を加えた幅員を反映している道路面積がより適切であると考えた１０）。また，胎化さ

れた技術進歩を代理する指標として，道路・都市計画街路事業費と舗装率を用いている。道路の改良や舗

装が行われることによって，道路はより通行しやすくなり道路の生産性は高められる。ここで道路・都市

計画街路事業費は，道路投資による品質の改善を代理するため過去３年分の合計を用いている。３年分の

事業費を合算する背景には，新しい技術が概ね３年程度で劣化してしまうであろうと考えたためである。

政治的要因については，『参議院議員通常選挙結果調』より，１９８６年，１９８９年，１９９２年，１９９５年，１９９８

年の参議院議員通常選挙における自由民主党得票率を用いた。参議院議員選挙における自由民主党得票率

を用いた根拠は，参議院選挙が比例代表制を採用しているため，各地域における自由民主党勢力の強さを

よく反映していると考えたからである１１）。分析に当たって，１９８６年，１９９２年，１９９５年の参議院選挙では自

由民主党が勝利を収めた選挙であり，一方，１９８９年，１９９８年の参議院選挙は自由民主党が敗北を喫した選

挙であるとされていることは注意すべきであろう。

図４―１，４―２は，参議院議員選挙における自由民主党の得票率を都道府県別に比較したものである。

一般に指摘されるように，自由民主党は地方部で強い支持を得ているとされるが，図４―１，４―２からも

そうした傾向が見受けられる。また，自由民主党が選挙に負けたとされる１９８９年と１９９８年の得票率は，ほ

ぼ全国的に他の年度を下回っていることがわかる。しかし，たとえ敗北した選挙であったとしても，自由

民主党が相対的に強い支持を受けている地域では，他の地域に比べて相対的に強い支持を受けていること

がうかがえる。さて，これらに加えて注目すべきことは，年度を追うごとに自由民主党の支持率は低下傾

向にあるということである。この期間は，自由民主党が単独政権与党であった時代から野党の時代を経

９）本稿では，総務省統計局の定義に従い，道路平均交通量を「１２時間あたりの走行台キロ」とした。

１０）例えば，道路実延長を用いる場合には，１車線道路が１００kmであっても４車線道路が１００kmであっても同じ１００kmであり，道路資本の実情を

正確に反映していない可能性がある。ただし，厳密には道路幅は国によって定められており，実際のデータを比較しても，おおむね似かよっ

た性質を有している。

１１）政治的な要因を表す変数として，衆議院議員選挙の結果を用いることも想定される。しかし，衆議院議員選挙は，本稿が対象としている期間

内において選挙制度の変更がなされており，全期間を通じて同一の性質を有するデータが存在しない。一方，本稿で用いる参議院選挙は１９８３

年から２０００年まで同じ制度の下に選挙が行われており，期間を通じてデータが存在している。
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図４―１ 参議院議員選挙自由民主党得票率（１９８６年，１９８９年，１９９２年）
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図４―２ 参議院議員選挙自由民主党得票率（１９９５年，１９９８年）
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て，連立政権与党となった時代に対応している。本稿では，こうした政権の変動による影響も配慮するた

めに，１９８６年から１９９８年までの５回の選挙の結果を用いている。

表２は，分析に用いた変数の記述統計量を示したものである。道路平均交通量の最大値はすべての年度

を通して北海道の値であり，最小値はすべての年度を通して鳥取県の値であった。道路面積の最大値はす

べての年度を通じて北海道の値であり，最小値はすべての年度を通じて鳥取県の値であった１２）。最も舗装

率の高かった都道府県はすべての年度を通じて京都府であり，最も低かったのはすべての年度を通じて青

森県であった。道路・都市計画街路整備事業費の合計値が最も多かったのは１９８８年―１９９０年の数値と１９９２

年―１９９４年の数値で東京都であり，１９９７年―１９９９年の合計値では北海道であった。最も少ないのは１９８８年

―１９９０年と１９９２―１９９４年の数値で鳥取県と１９９７―１９９９年の数値で佐賀県であった。参議院議員選挙自由民

主党得票率が最も高かったのは，熊本県（１９８６年），石川県（１９８９年，１９９２年），富山県（１９９５年），佐賀

県（１９９８年）であり，最も得票率が低かったのが，神奈川県（１９８６年，１９８９年），大阪府（１９９２年，１９９８

年），長野県（１９９５年）であった。

４．推定結果

推定結果は以下の表３―１，３―２，３―３のとおりである１３）。被説明変数と政治的要因を代理する説明

変数との対応関係から，被説明変数を１９９０年の道路平均交通量として，政治的な変数として１９８６年の参議

院選挙自由民主党得票率を用いたモデルをモデル１，１９８９年の参議院選挙自由民主党得票率を用いたモデ

ルをモデル２とした。被説明変数を１９９４年の道路平均交通量として，政治的な変数として１９８９年の参議院

選挙自由民主党得票率を用いて推定したモデルをモデル３，１９９２年の参議院選挙自由民主党得票率を用い

たモデルをモデル４とする。さらに被説明変数を１９９９年の道路平均交通量として，１９９５年の参議院選挙自

由民主党得票率を用いたモデルをモデル５，１９９８年の参議院選挙自由民主党得票率を用いたモデルをモデ

ル６とする。また，ＡとＡより舗装率を説明変数から外したA′は確定的な非効率項を想定した場合１４），

Ｂは確率的な非効率項を想定した場合の推定結果である。

被説明変数について３時点のデータを用い，さらに政治的要因について被説明変数に対応した２時点の

データを用いた理由は，ある１時点での選挙の結果や政権の構成によって推定結果が影響を受けていない

かを検討するためである。モデル１，２は単独与党の時代，モデル３，４は野党であった時代，モデル

５，６は連立与党の時代に対応している。また，１９８６年，１９９２年と１９９５年の選挙は自由民主党が勝利した

選挙であり，１９８９年と１９９８年の選挙は政権を維持することができたものの自由民主党が敗北した選挙で

あった。

１２）道路平均交通量並びに道路面積について，北海道の値は平均より標準偏差の２倍以上離れており，はずれ値と考えることも可能である。北海

道は，面積が広いため道路面積が大きくなり，また，そうした広い県土を移動するために道路平均交通量も大きなものとなると考えられる。

一般に，こうしたはずれ値の存在によって，相関関係が存在しない場合でも，相関関係が存在するように推定されてしまう場合がある。しか

し，もしも北海道がはずれ値であっても，本分析には大きな影響を与えないと考えられる。例えば，道路平均交通量と道路面積の相関係数

を，北海道を含む場合と北海道を除いた場合をそれぞれの年度について計測し比較してみた結果，前者が０．８０１（１９９０年），０．８０８（１９９４

年），０．８２４（１９９９年）で，後者が０．８２３（１９９０年），０．８４１（１９９４年），０．８５７（１９９９年）であり，大きな差は存在していない。

１３）推定には，TSP International社のTSP４．５を用いた。

１４）Ａの推定結果において，舗装率の係数が有意に推定されないケースがあったため，舗装率を説明変数に含まないモデルも推定した。その結果

は，A′として表３―１，３―２，３―３に記したとおりである。道路事業費の係数が概ね１％の有意性で正という推定結果がえられた。他の係

数の符号条件や有意性は，Ａとほぼ同様の結果が得られた。
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推定結果において，まず注意すべきことは，非効率項の分散（σu
２）と誤差項の分散（σv

２）との比率で

あるλの値が統計的に有意となっていない点である１５）。これは，確率的な非効率項に含まれる確率変数ξi

は存在せず，非確率的な部分からのみ非効率項が成り立っていることを示唆するものである。この結果か

ら，本稿では最小二乗法を用いて推定を行ったＡおよびA′の結果について考察を行うことにする。

係数の推定結果に関しては，道路資本である道路面積の係数がすべてのモデルにおいて有意水準１％で

正の値に推定された。また，技術進歩を表す道路・都市計画街路道路事業費の係数は，モデル１，２では

有意水準１％で正の値に，モデル３，４では有意水準５％で有意に正の値，モデル５，６では有意ではな

かったものの正の値に推定された。一方，舗装率については，モデル１において有意水準１０％で正の値

に，モデル２，３において有意水準５％で正の値に推定され，それ以外のモデルでは，有意ではなかった

ものの正の値に推定されている。

これらのことから道路資本，技術進歩に関する各変数の符号条件は満たされていると判断できる。投入

である道路資本とそれによって生産された道路サービス量とが，正の相関関係にあることから，投入に応

じた生産がなされていることがうかがえる。また，技術進歩を代理する変数の係数が正の値を示している

ことから，資本に胎化された技術進歩によって，道路サービスの生産は拡大されていることが示された。

さて，自由民主党得票率の係数については，すべてのモデルを通じて有意に負の値に推定されており，

自由民主党得票率が高まれば高まるほど，道路サービスの生産は引き下げられ，効率性が低下する傾向が

見受けられる１６）。詳細に推定結果を見てみると，自由民主党が勝利した選挙である１９８６年（モデル１）と

１９９２年（モデル４），１９９５年（モデル５）の自由民主党得票率の係数は有意水準１％で負の値に推定され

ている。また，自由民主党が選挙に負けたとされる１９８９年（モデル２）と１９９８年（モデル６）の自由民主

党得票率の係数は有意水準１％で負に，１９８９年（モデル３）の自由民主党得票率の係数は有意水準５％で

負に有意に推定されている。このように１時点での選挙の結果によって多少の影響は見受けられるもの

の，自由民主党の支持基盤が厚い地域で道路サービスの生産は引き下げられており，非効率な道路サービ

スの生産がなされているという結果は安定的である。この結果は，長期にわたり政権与党であった自由民

主党がその政治的な影響力によって，効率性とは別の基準で道路投資の配分を行ってきたことを示すもの

である１７）。

１５）ただし，モデル４については，TSPによる最尤法の計算過程において収束しなかったため，表には最小二乗法の推定結果のみを記している。

分散の比率（λ）は非負の値を必ず取るため，この比率がゼロであることをWaldタイプの検定で正確に行うことは困難である。ここでは，一

応の目安として統計量を用いて判断を行った。収束しなかったケースを除いて，ＡとＢの結果はほぼ同じ傾向を示しており，分散比に関する

判断は，論文のインプリケーションにとって重要なものではない。

１６）表には，－ρの推定値が記されている。従って，－ρが負の値であることは，ρ＞０であることを示しており，政治的要因が非効率性をもたら

しているといえる。

１７）いくつかの先行研究でも指摘されているが，道路投資から自由民主党得票率の上昇へという因果関係が存在する可能性がある。しかしなが

ら，本稿の分析では，双方の変数が説明変数に含まれており，投資額と得票率の相関の有無に関わらず得票率と非効率性の相関関係を示すも

のである。

表１ データの出所

変 数 単 位 年 度 出 所

道路平均交通量 千台＊km／１２h １９９０，１９９４，１９９９年 全国道路交通情報調査

道路面積 km２ １９９０，１９９４，１９９９年 道路統計年報

舗装率 ％ １９９０，１９９４，１９９９年 道路統計年報

道路・都市計画街路事業費・合計 千円 １９８８―１９９０，１９９２―１９９４，１９９７―１９９９年 道路統計年報

参議院議員選挙自由民主党得票率 ％ １９８６，１９８９，１９９２，１９９５，１９９８年 参議院議員通常選挙結果調査
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表２ 推定に用いたデータの記述統計量

平 均 標準偏差 最 大 値 最 小 値

道路平均交通量（１９９０） １９２６２．８９ １１５３０．４８ ５３３１６ ６７９２

道路平均交通量（１９９４） ２１４８５．２１ １２６５０．５３ ５８５３１ ７５４１

道路平均交通量（１９９９） ２３７３６．７０ １３５１８．１９ ６４６６９ ８６７４

道路面積（１９９０） １２７．１２ ９０．２９ ６０５．０４ ４３．５３

道路面積（１９９４） １３３．９３ ９４．４３ ６３５．５２ ４６．５９

道路面積（１９９９） １４２．７５ １００．０７ ６７４．０９ ５１．０１

舗装率（１９９０） ７４．２８ １１．３６ ９２．３ ４４．８

舗装率（１９９４） ７７．４１ １０．５１ ９３．８ ４９．５

舗装率（１９９９） ８０．１２ ９．６８ ９４．４ ５４．１

道路・都市計画街路事業費・合計（１９８８―１９９０） ４２３８９８０２５．５３ ３３９００２６６７．１４ ２０４３３２５５２２ １６９３３２８０１

道路・都市計画街路事業費・合計（１９９２―１９９４） ５９１０９５２３２．２３ ４５８６８５５３５．５６ ２８５７８０７４０９ ２６１９５０１０１

道路・都市計画街路事業費・合計（１９９７―１９９９） ６１２２００８３５．６４ ３７５５９５１３０．４５ ２３８９９５８４７０ ２７９５７８２３６

参議院議員選挙自由民主党得票率（１９８６） ４２．０１ ５．７８ ５１．４ ２６．２

参議院議員選挙自由民主党得票率（１９８９） ３０．４９ ５．２８ ４０．４ １９．５

参議院議員選挙自由民主党得票率（１９９２） ３７．０９ ６．１５ ４９．０ ２４．２

参議院議員選挙自由民主党得票率（１９９５） ３０．９９ ７．０２ ４４．１ １７．３

参議院議員選挙自由民主党得票率（１９９８） ２８．８３ ５．７５ ３７．５ １７．９

表３―１ 推定結果

被説明変数：道路平均交通量（１９９０年度）

モデル１ モデル２
Ａ A′ Ｂ Ａ A′ Ｂ

α１（定数項） ０．９４９
（０．５３７）

１．８４９
（１．０７３）

１．３３３
（０．５３４）

－０．４４６
（－０．２３８）

０．４１２
（０．２１８）

－１．２１６
（－０．４８２）

β（道路事業費） ０．２９３＊＊＊

（３．００２）
０．３２１＊＊＊

（３．２７１）
０．２８２＊＊

（２．２９２）
０．３３８＊＊＊

（３．１７２）
０．３８９＊＊＊

（３．６２０）
０．３６５＊＊＊

（２．９６９）
γ（舗装率） ０．２８９＊

（１．７２０）
０．２７９
（１．３２０）

０．３８６＊＊

（２．０６６）
０．３８０
（１．５７５）

δ（道路面積） ０．５７８＊＊＊

（６．３７１）
０．５３１＊＊＊

（６．００３）
０．５８８＊＊＊

（５．６４３）
０．５２８＊＊＊

（５．３３２）
０．４６８＊＊＊

（４．７６５）
０．５２０＊＊＊

（５．１２６）
－ρ（自民党得票率１９８６） －０．０２３＊＊＊

（－４．２９９）
－０．０２３＊＊＊

（－４．２１９）
－０．０２４＊＊＊

（－３．８３６）
－ρ（自民党得票率１９８９） －０．０２０＊＊＊

（－２．８８３）
－０．０１８＊＊

（－２．４７９）
－０．０１７＊＊

（－２．４９２）
－ρ（自民党得票率１９９２）
－ρ（自民党得票率１９９５）
－ρ（自民党得票率１９９８）
１／（σu２＋σv２） ４．６３７＊＊

（２．３７２）
３．８５８＊＊＊

（４．７５６）
λ １．２４７

（０．６３２）
－１．８１９
（－１．２４７）

補正済み決定係数 ０．８９４ ０．８８９ ０．８７２ ０．８６３
対数尤度 １７．０２６ １５．４２６ １７．１０３ １２．７００ １０．４２７ １３．１９７

注：括弧内はt値である。＊＊＊は１％有意，＊＊は５％有意，＊は１０％有意
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表３―２ 推定結果

被説明変数：道路平均交通量（１９９４年度）

モデル３ モデル４
Ａ A′ Ｂ A A′ Ｂ

α１（定数項） ０．３８０
（０．１９１）

１．３１５
（０．６６５）

０．０１５
（０．００５）

１．８３７
（０．８７５）

２．５５７
（１．３４４）

β（道路事業費） ０．２６９＊＊

（２．４８１）
０．３１９＊＊＊

（２．９５６）
０．２７８＊＊

（２．０８７）
０．２４９＊＊

（２．３７３）
０．２５９＊＊

（２．４８５）
γ（舗装率） ０．４０２＊

（１．８５４）
０．４０３
（１．４３２）

０．１７５
（０．８２６）

δ（道路面積） ０．６１３＊＊＊

（６．３７５）
０．５５９＊＊＊

（５．９３４）
０．６１１＊＊＊

（５．５５５）
０．６１９＊＊＊

（６．６３７）
０．５９５＊＊＊

（６．７３９）
－ρ（自民党得票率１９８６）
－ρ（自民党得票率１９８９） －０．０１９＊＊

（－２．６６５）
－０．０１７＊＊

（－２．３３５）
－０．０１８＊＊

（－２．５４２）
－ρ（自民党得票率１９９２） －０．０１９＊＊＊

（－３．２０５）
－０．０２０＊＊＊

（－３．４５０）
－ρ（自民党得票率１９９５）
－ρ（自民党得票率１９９８）
１／（σu２＋σv２） ４．１６４＊＊＊

（３．５８６）
λ －１．２１４

（－０．８６９）

補正済み決定係数 ０．８６６ ０．８５８ ０．８７４ ０．８７５
対数尤度 １１．５６６ ９．７１７ １１．７４３ １３．０３４ １２．６５５

注：括弧内はt値である。＊＊＊は１％有意，＊＊は５％有意，＊は１０％有意

表３―３ 推定結果

被説明変数：道路平均交通量（１９９９年度）

モデル５ モデル６

Ａ A′ Ｂ Ａ A′ Ｂ

α１（定数項） ２．３７７

（１．０１５）

３．５０７

（１．６１３）

３．３０１

（１．０９４）

３．３９９

（１．５５６）

４．５４７＊＊

（２．２１９）

４．１９６＊

（１．６７９）

β（道路事業費） ０．１７４

（１．４１１）

０．１９２

（１．５５７）

０．１９６

（１．２３９）

０．１２７

（１．１０６）

０．１４６

（１．２６８）

０．１２３

（０．９４８）

γ（舗装率） ０．２９８

（１．２４８）

０．１６０

（０．４７９）

０．３０９

（１．４０７）

０．２３５

（０．８０４）

δ（道路面積） ０．６７９＊＊＊

（６．６８１）

０．６４５＊＊＊

（６．５４５）

０．６１８＊＊＊

（４．６３１）

０．６９５＊＊＊

（７．４８０）

０．６６２＊＊＊

（７．２８４）

０．６７８＊＊＊

（５．３３５）

－ρ（自民党得票率１９８６）

－ρ（自民党得票率１９８９）

－ρ（自民党得票率１９９２）

－ρ（自民党得票率１９９５） －０．０１６＊＊＊

（－３．３０４）

－０．０１７＊＊＊

（－３．４６０）

－０．０２４＊＊＊

（－３．５３９）

－ρ（自民党得票率１９９８） －０．０２５＊＊＊

（－４．５０２）

－０．０２５＊＊＊

（－４．５９０）

－０．０２９＊＊＊

（－５．５５６）

１／（σu２＋σv２） ３．３１９＊＊＊

（４．１４７）

３．８６６＊＊＊

（４．５７８）

λ ３．６７１

（１．２００）

２．５１１

（１．４２２）

補正済み決定係数 ０．８６０ ０．８５８ ０．８８１ ０．８７９

対数尤度 １１．８０４ １０．９４９ １３．２１４ １５．６３０ １４．５４８ １６．９８７

注：括弧内はt値である。＊＊＊は１％有意，＊＊は５％有意，＊は１０％有意

利用面から見た道路の効率性と政治的要因
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５．まとめ

本稿では，道路交通量を道路サービスの生産をあらわす代理変数として，道路の生産関数を推定し，道

路の効率性について分析した。政権の変動や，１時点での選挙結果の影響にも配慮するために，１９９０

年，１９９４年そして１９９９年の３つの時期を対象として分析を行った。対象とした年度に関わらず，政治要因

の代理変数である自由民主党得票率のパラメータが有意に負の値として推定された。これは，政治的な要

因が存在することで効率性を低下させるという結果であった。この結果は，各時点での選挙結果に多少の

影響を受けているものの非常に安定的であり，政治的な要因によって非効率が産み出されているとする本

稿の仮説が支持されるものであると考えられる。

このような政治的要因によって非効率な道路が建設されているという問題を解決するためには，道路事

業の配分に政治的な影響が存在しうる道路整備五箇年計画と道路特定財源という制度を見直すことが必要

であろう。個別の道路事業についても，その優先順位をより客観的な指標を用いて決定するような制度改

革が必要であると考えられる。

最後に，残された課題としては，緊急時における道路の役割に関する評価といった問題がある。道路に

期待されるサービスとして，災害や事故，急病などの緊急事態における交通の確保があげられるが，この

側面について本稿で定義したような効率性の概念に従って議論をすることは困難である。この点に関して

は，評価する基準も含めて今後の課題としたい。
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